
資料３

第９次沖縄県行財政改革プラン
（仮称）

たたき台概要

令和４年７月
沖 縄 県



１ 沖縄県における行財政改革の歩み

計画名称（策定年月） 実施期間 基本理念 主な取組

第 沖縄県行政改革大綱 昭和61年度 ・事務事業の見直し
１ （昭和60年11月）

～

－ ・組織、機構の簡素合理化
次 昭和63年度 ・定数管理の適正化

・給与等の適正化 など

第 新沖縄県行政改革大綱 平成８年度 ・事務事業の整理合理化
２ （平成８年３月）

～

－ ・組織機構の見直し
次 平成10年度 ・定員及び給与の適正な管理

・公社等外郭団体の見直し など

第 沖縄県行政システム改革 平成12年度 県民起点の ・組織・機構の見直し
３ 大綱

～

行政 ・事務事業の総点検による歳出の削減
次 （平成12年３月） 平成14年度 ・行政評価システムの導入

・情報公開の推進 など

第 新沖縄県行政システム改 平成15年度 県民本位の ・行政評価システムの充実・活用
４ 革大綱

～

成果・効率 ・組織・機構の見直し
次 （平成15年３月） 平成17年度 重視のスマ ・歳入の確保、歳出の見直し

ートな行政 ・県債発行の抑制 など

第 沖縄県行財政改革プラン 平成18年度 県民本位の ・公の施設の管理のあり方の見直し
５ （平成18年３月）

～

成果・効率 ・出先機関の見直し
次 平成21年度 重視のスマ ・県税収入の確保

ートな行政 ・補助率及び県単補助金の見直し
など

※財政効果 約451億円
（計画 約318億円）

第 新沖縄県行財政改革プラ 平成22年度 県民ととも ・組織の見直し
６ ン

～

に将来への ・県税収入の確保
次 （平成22年３月） 平成25年度 責任を果た ・県単補助金の見直し

す行政体制 ・未利用財産の売却促進と資産の
の整備と財 有効活用 など
政基盤の確
立 ※財政効果 約209億円

（計画 約155億円）

第 第７次沖縄県行財政改革 平成26年度 「美ら島」 ・県民への情報提供の充実
７ プラン

～

おきなわを ・総務事務の効率化及び集中化
次 （平成26年３月） 平成29年度 実現する行 ・県単補助金、事務事業の見直し

財政運営 ・新たな自主財源の確保 など

※財政効果 約121億円
（計画 約58億円）

第 沖縄県行政運営プログラ 平成30年度 県民ニーズ ・行政データ活用の促進
８ ム

～

に対応し、 ・業務プロセスの見直し
次 （平成30年３月） 令和３年度 県民福祉の ・働き方改革と職場環境の整備

増進を目指 ・人事評価・研修等を活用した人財育成
す行政運営 ・内部統制機能の強化
の「質」の ・観光振興を目的とする新税の導入
向上 ・県税収入の確保

・県単補助金の見直し など
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２ 第９次行財政改革プラン（仮称） 実施体系図（※実施項目は関係部局と調整中）

【基本理念】
多様な県民ニーズへ迅速かつ的確に対応し、県民福祉の増進を目指す行政運営の「質」の向上

３．収支のバランスがとれた財政マネジメント
・県税収入の確保
・新たな県税収入の確保
・歳入金の適切な管理
・総合的な公債管理
・県単補助金の見直し
・沖縄県公共施設等総合管理計画に基づく
県有財産の適正な管理
・特別会計事業の適正な運営
・県立病院の経営安定化
・PFIの推進

４．人材育成と強く柔軟な組織体制の整備
・社会情勢に対応した組織の見直し及び適正な
職員配置
・公社等外郭団体の適正な管理
・職員提案による業務プロセスの見直し
・働き方改革・女性活用促進と研修等を活用した
人材育成
・職員の健康管理の充実
・働き方改革と職場環境の整備（教育委員会）
・内部統制機能の強化
・公の施設の適正な運営
・業務継続計画の整備

【実施期間】令和５年度～令和８年度（４年間）
【実施項目】25項目（追加する実施項目、目的達成により終了とする実施項目もある。）
【進捗管理】成果指標等により評価

情報・サービス提供体制、行政資源

新・沖縄21世紀ビジョン基本計画、おきなわＳＤＧｓアクションプランをはじめとする施策を推進

二つの目標

スマート県庁の構築 持続可能な行政運営の構築

１．デジタル技術を活用した質の高い県民サービ
スの提供
・県情報発信の充実
・県政情報の利活用推進
・キャッシュレス決済の導入
・電子申請手続の拡充

２．デジタル技術を活用した能率的な事務の推進
体制の構築
・多様な働き方に対応した職場環境整備
・会計事務の電子決裁化
・職員提案による業務プロセスの見直し

実施項目
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３ 第９次行財政改革プラン（仮称）の構成

<構成イメージ>

第１編 基本理念等

第１章 行財政改革に係るこれまでの取組

１ これまでの行財政改革の主な取組

(1)昭和60年度から平成29年度までの取組

(2)平成30年度からの取組

２ 行政運営に関する課題

第２章 第９次行財政改革プランの概要

１ 第９次行財政改革プランの体系図

２ 沖縄県振興計画等との関係性

３ 実施期間

４ 基本理念

５ 二つの目標

６ 推進体制等

第２編 具体的な取組内容

第１章 スマート県庁の構築

１．デジタル技術を活用した質の高い県民サービスの提供

２．デジタル技術を活用した能率的な事務の推進体制の構築

第２章 持続可能な行政運営の構築

１．収支のバランスがとれた財政マネジメント

２．人財育成と強く柔軟な組織体制の整備

第３章 各実施項目及び実施計画

１ 実施項目体系図

２ 各実施項目における実施計画

巻末：参考資料編
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25 業務継続計画の整備 防災危機管理課・ワクチン・検査推進課

計　２５項目

23 内部統制機能の強化 行政管理課

24 公の施設の適正な運営☆ 行政管理課

21 職員の健康管理の充実 職員厚生課

22 働き方改革と職場環境の整備（教育委員会） 教育庁総務課・学校人事課

19 職員提案による業務プロセスの見直し 行政管理課

20
働き方改革・女性活用促進と研修等を活用し
た人財育成☆

人事課

18 公社等外郭団体の適正な管理 行政管理課

４．人財育成と強く柔軟な組織体制の整備

17
社会情勢に対応した組織の見直し及び適正な
職員配置

行政管理課

14 特別会計事業の適正な運営 行政管理課

持
続
可
能
な
行
政
運
営
の
構
築

12 県単補助金の見直し 財政課

13
沖縄県公共施設等総合管理計画に基づく県有
財産の適正な管理

管財課

15 県立病院の経営安定化 病院事業経営課

16 PFIの推進★ 行政管理課・企画調整課（仮）

10 歳入金の適切な管理 財政課・管財課

11 総合的な公債管理 財政課

8 県税収入の確保 税務課

9 新たな県税収入の確保 観光政策課・税務課

３．収支のバランスがとれた財政マネジメント

5 多様な働き方に対応した職場環境整備★ 情報基盤整備課・管財課

6 会計事務の電子決裁化★ 会計課

デジタル社会推進課

3 キャッシュレス決済の導入★ 会計課

7 職員提案による業務プロセスの見直し 行政管理課・情報基盤整備課

４　実施項目に係る体系図（関係部局と調整中）

 基本理念
二つの
目標

基本方針 実施項目 所管課

多
様
な
県
民
ニ
ー
ズ
へ
迅
速
か
つ
的
確
に
対
応
し

、
県
民
福
祉
の
増
進
を
目
指
す
行
政
運
営
の
「
質

」
の
向
上

１．デジタル技術を活用した質の高い県民サービスの提供

ス
マ
ー

ト
県
庁
の
構
築

1 県政情報の発信の充実 広報課

2

4 電子申請手続の拡充 情報基盤整備課

２．デジタル技術を活用した能率的な事務の推進体制の構築

県政情報の利活用推進

★：新規、☆：統合
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５ 今後のスケジュール

○令和４年度第１回沖縄県行財政改革懇話会

日時：10月中下旬予定

議題：①沖縄県行政運営プログラムに係る実績総括について

②第９次行財政改革プラン（仮称）【素案】の検討について

○令和４年度第２回沖縄県行財政改革推進本部幹事会

日時：11月初旬予定

議題：第９次行財政改革プラン（仮称）【素案】について

○令和４年度第２回沖縄県行財政改革推進本部

日時：11月中旬予定

議題：第９次行財政改革プラン（仮称）【素案】の決定について

○議会説明（11月28日議案説明会終了後予定）

○パブリックコメント実施（12月１日から令和５年１月４日までを予定）

プラン（最終案）とりまとめ

○令和４年度第２回沖縄県行財政改革懇話会

日時：令和５年１月予定

議題：第９次行財政改革プラン（仮称）【最終案】の検討について

○令和４年度第３回沖縄県行財政改革推進本部幹事会

日時：令和５年２月予定

議題：第９次行財政改革プラン（仮称）について

○令和４年度第３回沖縄県行財政改革推進本部

日時：令和５年２月予定

議題：第９次行財政改革プラン（仮称）の決定について

○令和５年４月～ 第９次行財政改革プラン（仮称） スタート
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